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請負事業①②④、拠出金①④、補助金③

プラスチックを含む海洋ごみの総合的な回収・処理や発生抑制対策を推進のため、実効性のあるプラスチック汚染対策条
約のルールづくりを主導し、地方自治体・民間事業者等の連携強化、国際協力を促進します。

【令和８年度要求額 4,957百万円+事項要求（394百万円）】
【令和６年度補正予算額 3,525百万円】

民間事業者・団体等

平成19年度～ （③は平成27年度～、①及び②の一部令和2年度～）

環境省 水・大気環境局 海洋環境課 海洋プラスチック汚染対策室 電話：03-5521-9025

■請負先

①プラスチック汚染対策条約関連会合への対応検討
・条約策定に向けた政府間交渉委員会（INC）等に加え、大阪ブルー・オーシャ
ン・ビジョンを共有したG20等関連会合等で議論を主導する方策を検討。

②海洋ごみ等の削減に向けた連携方策の検討＜※で５百万円増＞
・地方自治体や事業者による流出抑制対策支援（ローカル・ブルー・オーシャン・
ネットワーク推進事業※、地方公共団体における広域連携事業、プラスチックと
の賢い付き合い方を推進する「プラスチック・スマート」サイト運営、業界との
対話・優良事例の促進、マイクロプラスチック流出対策検討事業）

③海岸漂着物等地域対策推進事業＜4,358百万円増＞
・地方公共団体が実施する海洋ごみに関する地域計画の策定、海洋ごみ等の回
収・処理、発生抑制対策に関する事業に対し、補助金による支援を実施。

④アジア等地域的及び広域的な国際枠組みを通じた国際協力推進＜200百万円増＞
・広域的な国際枠組みへの参加等を通じ、我が国の知見・成果をインプット。
・主要排出源であるアジア域を中心に、海洋ごみ調査の人材育成のための招へい
研修プログラムや、実態把握に向けた共同調査の実施。

＜海洋プラスチックごみナレッジ・センター運営支援拠出金 200百万円＞
（※地球環境局より要求所管換え）

① 実効性のあるプラスチック汚染対策条約の策定等国際的な枠組みを活用し対策実施の加速を目指す。
② 地方自治体、研究機関、企業等の関係者間で連携・協力を強化することで、回収・処理や発生抑制対策を推進する。
③ 都道府県や市町村等が実施する海洋ごみ対策への支援を通じて海洋ごみの削減を図り海洋環境保全に資する。
④ 我が国の取組状況等も踏まえつつ、広域的・地域的な枠組み（二国間協力含む）における国際連携・協力を戦略的
に進める。

①国際的な取組・議論の主導
新たな条約交渉やG20等重要な国
際会議でイニシアティブを発揮

国内外での対策
推進

④国際協力

アジア等地域的及び広
域的な国際枠組みを通
じた国際協力推進

②連携方策
ローカル・ブルー・オーシャン・ネッ

トワークの推進

「プラスチック・スマート」
を展開

業界との対話・優良事例収集

 海洋プラスチックごみ総合対策費のうち 海洋ごみに係る削減方策検討・海岸地域対策推進事業

環境省

都道府県、市町村などによる回収処理
事業等の実施

事業計画 事業実績報告補助金
③漂着物処理等補助金
（補助率)
・地域計画策定事業：1/2
・回収・処理事業、発生抑制
対策事業 ：9/10～7/10 他

「地方自治体における
広域連携事業

都道府県（市町村事業は都道府県を通じた間接補助事業）■補助対象
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請負事業

プラスチックを含む海洋ごみの総合的な回収・処理や発生抑制対策を推進のため、海洋ごみのモニタリング調査等科学的
基盤の整備を行います。

【令和８年度要求額 271百万円（263百万円）】

民間事業者・団体、大学等
令和２年度～（１.の一部は平成19年度～）

環境省 水・大気環境局 海洋環境課 海洋プラスチック汚染対策室 電話：03-5521-9025

■請負先

１．海洋・河川等における実態把握事業
・プラスチック汚染対策に係る包括的な計画策定について検討＜５百万円増＞
・国内/日本近海の海洋・河川等における継続的なモニタリング調査、ガイドラ
インの策定・改定

２．プラスチックの環境中流出に関するインベントリ検討事業
・国内の流出量を把握するための算定式・推計方法を整備し、対策の効
果検証への活用を検討

・世界共通の環境中流出量把握のためのガイドライン策定
３．世界的なモニタリング手法の調和・データ活用検討
モニタリング手法の調和、データベース(AOMI: Atlas of Ocean Microplastic)
の利用拡大、世界的なデータ集約に向けた国際連携の推進、集約されたデータ
の活用推進

4.プラスチック汚染による生物生態系影響等の把握事業＜３百万円増＞
モニタリングデータの分析や文献調査を通じた、プラスチック汚染による生物
生態影響、社会経済影響等に関する科学的知見の蓄積、曝露と有害性影響双方
の観点を考慮に入れての定量的なリスク評価手法の検討

海洋プラスチックごみ対策検討において活用するため、プラスチックを含む海洋ごみの環境中流出量等実態把握（デー
タ収集、モニタリング手法の調和・高度化）、生物生態系影響等の科学的知見の整備・共有を行う。

プラスチックを含む海洋ごみに関する科学的知見の集
積・共有、対策検討での活用

汚染状況
ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

生物生態
系影響等

環境中流出
量インベン
トリ

流出実態
把握

海洋プラスチックごみ総合対策費のうち 海洋プラスチックごみ調査研究・対策総合検討事業

・調和ガイドラインの策定
・国際連携の推進

・排出経路、微細化劣化過程、ホットスポットの把握
・主要な排出源の把握（関係省庁・専門家との協働）
・経年変化の把握
・対策効果検証
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